
大分県公共事業総合支援システム基本設計 

業務委託公募型プロポーザル実施要領 
 

１ 目的 

 この要領は、大分県公共事業総合支援システム基本設計業務委託について、契約の相手方と

なる候補事業者を選定するための公募型プロポーザル（以下「プロポーザル」という。）実施に

関し、必要な事項を定めるものである。 

２ 委託業務の概要 

業務名 大分県公共事業総合支援システム基本設計業務委託 

業務内容 現行業務や現行システムの状況について把握・整理するとともに、

庁内プロジェクトチームによる課題や要望事項をもとに要件定義書

（案）、システム更新案および調達仕様書（案）の作成を行う。 

業務仕様書 別紙のとおり 

履行期間 契約の日から令和８年３月１３日（金曜日）まで 

業務見積上限額 

（予算額） 

２４，７３６，８００円（消費税及び地方消費税を含む） 

※見積書を提出する際は、この金額を超えてはならない。 

３ 担当部署 

 〒870-8501 大分県大分市大手町 3-1-1 県庁舎新館７階 

 大分県土木建築部 公共工事入札管理室 公共工事システム班  

電  話  097-506-4534 、 FAX 097-506-1834 

E-Mail  a17050@pref.oita.lg.jp 

４ 参加資格条件 

 次の各号に掲げる要件をすべて満たすこと。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者である

こと。 

（２）「大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る競争入札に参加する者

に必要な資格（令和６年５月１日大分県告示第２５５号）」を取得している者（ただし、同告

示の別表に定める業種区分で（大分類）役務の提供、（小分類）情報処理・ソフトウェア開発、

（細分類）システム開発を対象として資格審査を受けているものに限る。）であること。 

（３）公示の日以降、提案発表までの間において、「大分県が発注する物品等の調達、売払い及 

び役務の提供に係る入札参加資格を有する者に対する指名停止等措置要領（令和２年９ 

月１日大分県告示第５０７号）に基づく指名停止期間中となっていないこと。 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に
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基づき更正手続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない

者であること（手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画または再生計画の認可

が決定した者を除く）。 

（５）自己又は自己の役員等が次のいずれにも該当しない者であること。また次の各号に掲げ

る者が、その経営に実質的に関与していないこと。なお、資格要件確認のため、大分県警

察本部に確認する場合がある。 

①暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

②暴力団員（同法 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

③暴力団員が役員となっている事業者 

④暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

⑤暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約

等を締結している者 

⑥暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者 

⑦暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難さ

れる関係を有している者 

⑧暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者 

（６）共同企業体による場合は上記（１）～（５）の要件に加え、以下の要件を満たす者であること 

①共同企業体協定書（第 2 号様式）を締結していること。なお、共同企業体は、自主結成とす

る。 

②共同企業体の各構成員は、単独または他の共同企業体の構成員で本件プロポーザルに参

加していないこと。 

５ プロポーザル参加申出及び参加資格の確認 

（１）参加申出 

プロポーザルに参加を希望する者は、以下の申請書等を提出すること。なお、提出された書

類について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じること。 

提出書類 

（部数） 

①参加申出兼参加資格確認申請書（第 1 号様式）（1 部） 

②共同企業体協定書（第 2 号様式）の写し（1 部）※単独企業の場合は不要 

③総括業務責任者・担当者名簿（第 4 号様式）（1 部） 

提出場所 本要領３で示す担当部署 

提出方法 持参又は書留郵便 

※書留郵便で提出する場合は、封筒に「プロポーザル参加申出書類在中」と朱書きすること。 

提出期間 

 

令和７年３月２８日（金曜日）～４月１１日（金曜日） 

※４月１１日 17 時必着とする 

受付時間 大分県開庁日の 9 時から１７時の間（土日祝日は大分県閉庁日） 



 

（２）参加資格の確認 

県はプロポーザル参加資格の確認結果を、公募型プロポーザル参加資格確認通知書（第 3

号様式）で通知する。  

６ 企画提案書等の提出場所及び提出期限 

提出できる者 本要領５（２）の参加資格確認を受けた者。 

なお、県が参加資格を確認した後に参加資格を失うこととなった者

は、企画提案書を提出できない。 

提出物（部数） (1)企画提案書（製本１部）※下記注意事項参照 

(2)企画提案書評価基準表（1 部） 

(3)参考見積書（第 5 号様式）（1 部） 

(4)プレゼンテーション参加予定者名簿（第 8 号様式）（1 部） 

(5)企画提案書評価基準表の項目 1～3 に示す実績および資格を

証するもの（契約書、資格者証など）の写し 

(6)提出する上記(1)～(5)の書類のPDFファイルを記録したCD-

ROM（DVD-ROM）（1 枚） 

提出場所 本要領３で示す担当部署 

提出期限 令和７年４月２３日（水曜日）17 時必着 

郵送により提出する

場合 

二重封筒に封入した書留郵便とし、表封筒に「大分県公共事業総合

支援システム基本設計業務提案書等在中」と朱書きすること。 
 

※企画提案書の注意事項 

①企画提案書はＡ４版縦、表紙、中表紙を除き両面印刷とし、できる限り簡略なものとする

こと。表紙、目次、図表、用語集を含み、１０ページ程度とする。 

なお、文字サイズは１０ポイント以上とし、カラーで作成しても良いものとする。 

また、図表においてＡ３版がある場合は片面印刷とし、当該ページはＡ４版の２ページ相当

分と数えることとする。 

②企画提案書評価基準表はＡ３版とし、企業名及び各項目の提案書記載ページを記載する

こと。 

③提出書類等に用いる言語、通貨、単位は日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成

4 年法律第 51 号）に定める単位に限る。 

④提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えは認めない。 

⑤提案書の作成及び提出に要する費用はプロポーザル参加者の負担とする 

⑥県は、審査作業に必要な範囲に限り提案書の複製を作成できることとする。 

⑦県は、プロポーザル参加者から提供された従業員等の個人情報は、実施及び契約に係る

事務処理において必要な連絡にのみ用いるものとし、他の用途には用いない。なお、個人



情報の取り扱いは、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び大分県

個人情報保護法施行条例（令和 4 年大分県条例第 32 号）に従う。 

⑧提案書等に含まれる著作物の著作権は、プロポーザル参加者に属する。なお、提案書等の 

記述が、特許権など日本国内の法令に基づいて保護される第三者の権利の種類の対象と 

なるものを使用した結果生じた責任は、プロポーザル参加者が負うこととする。 

⑨企画提案書に虚偽の記載をした場合には、企画提案書を無効にするとともに、虚偽の記 

載をした者に対して「大分県が発注する物品等の調達、売払い及び役務の提供に係る入 

札参加資格を有する者に対する指名停止等措置要領」に基づく指名停止を行うことがあ 

る。 

⑩契約の相手方とならなかった場合も提出物は返却しない。 

７ 提案発表（プレゼンテーション） 

審査開催日 令和７年４月２５日（金曜日） 

※時間については、対象者（参加申出者）に別途通知する。 

審査者 「大分県公共事業総合支援システム基本設計業務委託公募型プロポー

ザル審査委員会」（以下「審査委員会」という。）が行う。 

審査方法 提案発表を受け、最終審査を行い、最優秀提案者を決定する。審査基準

は本要領８のとおり。 

会場 大分県庁舎新館地下 2 階  Ｂ２１会議室 

提案者 本要領５（２）の参加資格確認を受けた者。 

※参加資格確認通知書（又は写し）を持参すること。 

説明は総括業務責任者となる予定の者を中心として行うこと。なお、出

席者は５名以内とする。 

発表内容 提案書の説明、提案書の表現を補足する追加説明及び審査委員からの

質疑。大型モニタ等を用いて提案書の表現を補足することができる。 

発表の時間 １プロポーザル参加者あたり３０分（説明１５分、質疑応答１５分）程度を

予定する。（ただし、プロポーザル参加者数に応じ変更することがありう

る） 

経費 ヒアリングに要する経費は、すべてプロポーザル参加者の負担とする。

（ただし、大型モニタ（HDMI 接続ケーブル含む）及び電源タップは県か

ら貸し出すことができるので、必要に応じて県に確認すること。） 

※その他注意事項 

① 県が本要領５（２）にて参加資格を確認した後に参加資格を失うこととなった者は、提案発 

表できない。 

② 天災その他やむを得ない理由により、プロポーザルを行うことができないときは、これを

延期する。なお、この場合における損害は、プロポーザル参加者の負担とする。 



③ プロポーザル参加者が５者を超える場合は企画提案書評価基準表１～３の項目について書

類審査を行い、上位５者により提案発表を実施する。書類審査の結果については、電子メ

ールにて通知する。 

８ 最優秀提案者決定基準 

（１）必須条件 

見積書 業務見積上限額の範囲内の価格であること。 

※ただし、最優秀提案者となるべき者の当該申込に係る価格によっては（著しく低価格である等）、

その者により当該契約の内容に適合した履行がされない恐れがあると認められるとき、又はその

者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなる恐れがあって著しく不当であると

認められたときは、その者を最優秀提案者とせず、業務見積上限額の範囲内の価格でもってプロポ

ーザルを行った者のうち、合計点が次に高い者を最優秀提案者とする場合がある。 

提案書 企画提案書評価基準表で必須とされる評価項目について、全審査員の評価

点合計が０点ではないこと。 
 

（２）評価項目点 

 評価項目点は、企画提案書評価基準表（別紙）に基づき、審査委員会が提案書および提案発

表を審査して付けた点（①）に評価項目単位の重み（②）を乗じて得た点の合計点とする。 

① 評価項目単位の採点 

 採点は、０点、１点および２点の評価とする。 

評価点 基準 

２点 仕様書以上の提案がある場合や実現方法が優れている場合 

１点 仕様書どおりの提案がされている場合 

０点 仕様書を満たしていない場合、もしくは提案されていない場合 

② 評価項目単位の重み 

 重要度に応じて、３から５までの重みを各評価項目単位に設定する。 

９ 審査結果の通知 

 審査結果はプロポーザルに参加したすべての者に書面で通知する。  

１０ 契約等 

契約の相手方 最優秀提案者を契約締結候補者（以下「候補者」という。）とする。ただ

し、候補者が契約を締結しない場合は次の順位の高い提案者を候補

者とする。また、候補者が本要領４の参加要件を満たさなくなった場

合、契約の締結を行わないことがある。 

協議 大分県は、候補者と委託業務に関する詳細協議の上、委託契約を締結



する。 

見積書の提出 候補者は、別途大分県が定める期日までに見積書を提出しなければ

ならない。 

契約書の要否 要（様式については別添「契約書（案）」「契約約款（案）」「特記事項」を

参照） 

仕様書の扱い 仕様書は、当該業務の最低水準を示したものである。したがって、選

定された提案内容によっては、締結する契約書及び添付される仕様

書には、県と提案者との協議等の結果に基づき、委託業務の内容が追

加または修正される場合がある。 

契約保証金 大分県契約事務規則第５条第３項第９号の規定により免除とする 

契約手続について使

用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨とする 

契約の相手方が提出

した企画提案書の扱

い 

契約の相手方が提出した企画提案書は返却せず、県が５年間保管す

る。なお、この企画提案書を公開する場合は、事前に提出者の同意を

得るものとする。 

１１ 質問受付 

下記の方法により行うこと。 

質問書 大分県公共事業総合支援システム基本設計業務委託質問書（第 7 号

様式） 

送付方法 持参又はＥメール。質問書には担当者の部署、氏名、電話及びＦＡＸ番

号、Ｅメールアドレスを併記するものとする。 

宛先 本要領３で示す担当部署 

受付期間 令和７年３月２８日（金曜日）～令和７年４月２２日（火曜日） 

回答方法 質問者を含むプロポーザル参加申出者に対して速やかに電子メール

で送付する。 

１２ 公募型プロポーザルの辞退 

 本要領５（２）の参加資格確認通知書を受理した後に辞退する場合は、以下の手続を行うこと。 

提出書類 公募型プロポーザル辞退届（第 6 号様式） 

送付方法 持参又は書留郵便 

提出期限 令和７年４月２２日（火曜日）17 時必着 

郵送の場合 封筒に「プロポーザル辞退届在中」と朱書きすること。 

提出先 本要領３で示す担当部署 
 

 



１３ その他留意事項 

（１） 本件プロポーザルの執行については、地方自治法、地方自治法施行令、大分県契約事務 

規則など関係法令の定めによる。 

（２） 本委託業務を受託する者、受託する者と特定関係にある者は、本業務において作成する 

仕様書案に基づいた案件に関する調達に参加できない。また、再委託先も同様とする。た 

だし、この場合は、再委託業務の範囲に限る。 

なお、特定関係にある者とは、受託する者と資本又は人事において関連があると認めら 

れる者であり、次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が再生手 

    続が存続中の会社又は更生会社である場合は除く。 

①親会社(会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。以下同じ。)と子会社の関係 

 にある場合 

②親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が再生手 

    続が存続中の会社又は更生会社である場合は除く。 

①一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

②一方の会社の役員が、他方の会社の民事再生法第 64 条第２項又は会社更生法第 

67 条第１項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他選定・特定手続の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

（３） 参加申出書及び企画提案書の提出後において、原則として参加申出書及び企画提案書 

  に記載された内容の変更を認めない。また、参加申出書に記載した配置予定総括業務責任 

  者は、原則として変更できない。但し、契約後、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由によ 

  り変更を行う場合には、変更後の総括業務責任者は同等以上の資格を持ち、発注者が了承 

  する者でなければならない。 

（4） 企画提案書の選定後、提案内容を適切に反映した仕様書の作成のために、業務の具体的 

な実施方法について提案を求めることがある。 

（５） 本件公示、説明書等の不知、不明を理由として、異議を申し立てることはできない。 

 

以上 


